
 

 

 

令和２年度 全日本消防人共済会事業報告書 

  
全日本消防人共済会は、協同互助の精神に基づき、組合員（全国の消防団員及び消

防職員等）の生活の文化的経済的改善向上を図ることを目的として火災共済事業を

行っており、その事業運営にあたっては、平成 21 年度に決定した「これからの全日

本消防人共済会の運営にあたっての基本方針」に基づいて行っております。 
令和 2 年度の事業報告については、消費生活協同組合法第 31 条の 7 の規定に基づ

く同法施行規則第 4 章第 4 節事業報告書及び第 5 節附属明細書に規定されていると

ころにより報告します。 
 

１ 組合の事業活動の概況に関する事項  

 
１－１ 当該事業年度の末日における重要な事業活動の内容 

全日本消防人共済会（以下「当共済会」といいます。）が行った主な事業は次の

とおりです。 
  火災共済事業（火災共済金及び風水雪害等共済金の支払い） 
 
１－２ 当該事業年度における事業の経過及びその成果 

  当共済会の令和 2 年度の事業経過及びその成果は次のとおりです。 
⑴ 組合員出資金異動表（令和 3 年 3 月 31 日現在） 

  区 分 平成元年度 令和 2 年度 増 減 
組合員数 （人） 342,702 329,861 △12,841 
出資口数 （口） 3,442,519 3,444,078 1,559 
組合員出資金（円） 344,251,890 344,407,790 155,900 

 
⑵ 組合員数の内訳（令和 3 年 3 月 31 日現在） 

  区 分 令和 2 年度 
契約者数の区分と契約申込者の内訳 
Ｂ型火災共済 Ｃ型火災共済 

組合員数（人） 329,861 329,714 147 
 

⑶ 共済事業加入契約者増減表（令和 3 年 3 月 31 日現在） 
区 分 令和元年度 令和 2 年度 増 減 

加入契約者数（人） 342,702 329,861 △12,841 
加入口数 （口） 4,136,532 3,983,129 △153,403 
受入共済掛金（円） 412,620,160 397,636,260 △14,983,900 

 
 



 
⑷ 共済金等支払状況（単位：円） 

区  分 
令和元年度 令和 2 年度 増 減 

件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 
火災共済金 60 89,662,018 71 87,272,224 11 △2,389,794 

風水雪害等共済金 224 13,131,000  232 22,236,000 8 9,105,000 
合  計 284 102,793,018 303 109,508,224 19 6,715,206 

地震等災害見舞金 4     110,000 14 370,000 10 260,000 
    共済金のうち、火災共済金は、金額こそ減でしたが、件数は増加しました。一方、

風水雪害等共済金は、ここ数年続く集中豪雨や台風の影響を受けて、件数・金額と

も昨年度より増加しています。 
また、地震等災害見舞金は、令和 3 年 2 月に発生した福島県沖を震源とする地

震の 14 件を支払いました。 
 

⑸ 支払余力比率（単位：百万円） 
区 分 令和元年度 令和 2 年度 前年度差 

支払余力総数（Ａ） 1,838 1,768 △70 
リスク総数 （Ｂ） 236 231 △5 

 

Ｒ1（一般共済リスク） 101 96 △5 
Ｒ2（巨大災害リスク） 129 129 0 
Ｒ3（予定利率リスク） 0 0 0 
Ｒ4（財産運用リスク） 14 14 0 
Ｒ5（経営管理リスク） 5 5 0 
Ｒ6（第３分野リスク） 0 0 0 

支払余力比率（Ｃ） 
 (C)＝(A)／〔(B)×1/2〕×100 

1,557% 1,529% △28 

リスク総額の計算 [(R1)2+(R3+R4)2]1/2+R2+R5 

  支払余力比率の巨大災害リスクの計算については、厚生労働省の通知（平成 27 
年 3 月 31 日付社援協発 0331 号第 2 号）により、工学的事故発生モデルを用いた 
手法で算出しています。 

 
１－３ 増資及び資金の借入れその他の資金調達状況 

  令和 2 年度において資金の借入その他の資金の調達はありません。 
 
１－４ 組合が所有する施設の建設又は改修その他の設備投資 

  当共済会は、施設を所有していません。 
 
１－５ 他の法人との業務上の提携 

当共済会が他の法人との間で業務上の提携を行っているものはありませんが、加

入促進や広報活動において、消防団員等の活動支援等を行っている公益財団法人日

本消防協会と協力し、合同で加入促進説明会を行うなどの活動を行っています。 
 



 

１－６ 直前３事業年度の財産及び損益の状況 

  直前３事業年度の財産及び損益の状況は次のとおりです。    （単位：円） 

項  目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 本年度 

組合員数 357,315 349,921 342,702 329,861 

組合員出資金 342,013,384 345,055,984 344,251,890 344,407,790 

受入共済掛金 426,588,940 423,302,100 412,620,160 397,636,260 

支払共済金 103,725,539 78,527,089 102,793,018 109,508,224 

地震等災害見舞金 － 1,420,000 110,000 370,000 

経常剰余金  
（税引前当期剰余金） 

163,580,482 183,676,440 177,235,529 138,577,739 

利用分量割戻金 42,648,628 42,317,868 41,252,162  

総 資 産  2,317,791,230 2,454,361,145 2,540,973,022 2,633,471,724 

 （有価証券） (1,522,412,887) (1,322,054,095) （1,021,665,079） (1,121,231,950) 

純 資 産  1,540,101,402 1,642,514,292 1,733,925,826 1,803,771,736 

 
１－７ 今後対処すべき重要な課題 

  平成 26 年 4 月から本格稼働した「新火災共済システム」による個人管理体制の

事務を今年度も引き続き効率的かつ安定的に行います。また、加入契約者数及び加

入口数の増に向けて、「地震等災害見舞金」の広報に力を入れた職域活動を活発に

行うことで、組織一体となった加入促進に取り組んでまいります。 
 
１－８ 教育事業の状況 

  当共済会は、火災共済事業のほか、次のような活動を行いました。 
⑴ 火災予防ポスターの募集及び配布（36 回目） 

全国の小学生・中学生を対象とした火災予防ポスター図案を募集し、令和 2 年              

度全国統一防火標語を記入した防火ポスターを３万７千枚作成し、火災予防運動

に呼応して各都道府県（消防協会）及び各市町村へ配布し、消防関係者と共に組

合員に対する火災予防思想の普及、高揚に努めました。本年度は、全国 363 校か

ら 2,252 点の応募があり、厳正な審査の結果、最優秀賞は、岐阜県大垣市立西部

中学校 1 年塚口舞海さんの作品が選ばれました。 
 
 



 
⑵ 防火防災に関する作文の募集と作文集の配布（20 回目） 

全国の中学生を対象に防火防災に関する作文を募集し、佳作以上の作品を入 

賞作品集として文集を 5,000 冊作成し、全国の消防機関へ配布し、消防関係者と

ともに組合員に対する防火防災意識の高揚に努めました。本年度は、全国 106 校

から 272 点の応募があり、厳正な審査の結果、最優秀賞は、鹿児島県学校法人

都築教育学園鹿児島第一中学校 3 年中村亮輔さんの作品が選ばれました。 
 

⑶ 防災活動車の交付 
教育事業として、組合員である消防団員が平時には地域住民に対する防火防

災のための広報として、災害時には地域住民の避難誘導など地域の防災と福祉

の向上を目的として、防災活動車（SUV 型）2 台の交付を行いました。 
 

２ 組合の運営組織の状況に関する事項  

 
２－１ 前事業年度における総代会の開催状況 

  令和 2 年度に開催した総代会及びその議決事項等は次のとおりです。 
 
開催年月日 令和 2 年 6 月 25 日 通常総代会 

総代総数 103 名 

出席総代数（書面） 98 名 

議案及び議決状況等 

議案 

第 1 号議案 令和元年度事業報告及び決算認定について 

監査報告 承認 

第 2 号議案 令和元年度剰余金処分案について 承認 

第 3 号議案 役員報酬の支給について 承認 

第 4 号議案 役員の改選について 承認 

 
 

開催年月日 令和 3 年 3 月 19 日 臨時総代会 

総代総数 102 名 

出席総代数（書面） 100 名 



議案及び議決状況等 

 

 

 

議案 

第 1 号議案  令和 3 年度事業計画・収支予算案について 承認 

第 2 号議案  役員報酬の支給について 承認 

 

報 告 事 項  ① 令和 3 年度コンプライアンス推進計画について 

           了承 

② 退団退職組合員の火災共済継続利用の承認に 

ついて 了承 

③ 総代の変更について 了承 

 

２－２ 組合員に関する事項 

令和 3 年 3 月 31 日現在における組合員数等の状況は、前記１－２の⑴組合員出

資金異動表のとおりです。 
 

２－３ 役員に関する事項 

  当共済会における令和 3 年 3 月 31 日現在の役員名簿は次のとおりです。 

役 職 名 氏 名 都道府県名 就任又は再任日 

会 長（代表理事） 秋本 敏文  令和 2 年 6 月 25 日再任 

理事長（代表理事） 三輪 和夫  令和 2 年 6 月 25 日再任 

常務理事（理事） 米田 順彦  令和 2 年 6 月 25 日就任 

理 事 福島 啓嗣 福島県 令和 2 年 6 月 25 日就任 

理 事 中島 正幸 群馬県 令和 2 年 6 月 25 日就任 

理 事 井尻 智久 和歌山県 令和 2 年 6 月 25 日就任 

理 事 木谷 正芳 山口県 令和 2 年 6 月 25 日就任 

理 事 諏訪 義則 鹿児島県 令和 2 年 6 月 25 日就任 

監 事 齋藤 雅美  愛知県 令和 2 年 6 月 25 日就任 

監 事 丸山 正隆  令和 2 年 6 月 25 日再任 

監 事 坂田 秋雄  令和 2 年 6 月 25 日再任 

 
２－４ 職員数及びその増減その他の職員の状況 

  職員の状況は次のとおりです。 

区  分 前期末 当期末 備 考 

正規職員    7 人    6 人  



派遣職員    3 人    3 人  

計    10 人     9 人  

 

２－５ 業務の運営の組織に関する事項 

  当共済会における業務運営の組織は次のとおりです。 
    総 代 104 名 理 事  8 名 監 事  3 名 

会 長―理事長－常務理事―事務局長―火災共済部長―課長－主事 
    （代 表 理 事）            出納室長―主査 
          47 都道府県支部長―支部事務長 
 

２－６ 施設の設置状況に関する事項 

  当共済会の事務室はヤクルト本社ビルの一部を賃借しており、その面積は次の

とおりです。    
施設名 所在地 賃借面積（㎡）  備 考 

ヤクルト本社ビル    
（全日本消防人共済会） 

東京都港区東新橋 
１－１－１９    206.1 ㎡ 

 
 

 
３ 附属明細書  

 
３－１ 役員報酬等の状況 

役員報酬明細 
区 分 定款上の定員 支給人員 支給総額 備 考 
理 事 7 人以上 9 人以内 2 人 7,077,144 円  
監 事 2 人以上 3 人以内 なし       なし  

計   2 人  7,077,144 円  
 
３－２ 役員の他の法人等の業務執行者兼職状況  

当共済会の役員の他の法人等の兼職の状況は次のとおりです。 

役職名 
常  勤 

非常勤 
氏 名 兼 職 先 名 

兼職先で

の役職名 
会 長 

(代表理事) 
非常勤 秋本 敏文 

（公財）日本消防協会 
（公財）消防育英会 

会 長 
会 長 

理事長 
（代表理事） 

常勤 三輪 和夫 
（公財）日本消防協会 
（公財）消防育英会 

理事長 
理事長 

常務理事 常勤 米田 順彦 
（公財）日本消防協会 
（公財）消防育英会 

常務理事 
常任参事 

理 事 非常勤 福島 啓嗣 
（公財）日本消防協会 
（公財）福島県消防協会 

副会長 
会 長 

理 事  〃 中島 正幸 
（公財）日本消防協会 
（公財）群馬県消防協会 

副会長 
副会長 



理 事  〃 井尻 智久 
（公財）日本消防協会 
（公財）和歌山県消防協会 

副会長 
会 長 

理 事  〃 木谷 正芳 
（公財）日本消防協会 
（公財）山口県消防協会 

副会長 
会 長 

理 事  〃 諏訪 義則 
（公財）日本消防協会 
（一財）鹿児島県消防協会 

副会長 
会 長 

監 事  〃 齋藤 雅美 
（公財）日本消防協会 
（公財）愛知県消防協会 

副会長 
副会長 

 
３－３ 当共済会と役員との間の利益が相反する取引  

     無し。 
 


